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第 1 章：労務管理の基礎知識 

労務管理は、企業が従業員の働きやすい環境を整え、適正な労働条件を維持するた

めに不可欠な業務です。労働基準法などの法令を遵守しながら、労働時間や給与、

社会保険などを適切に管理することが求められます。 

 

1.1 労務管理とは？その目的と重要性 

労務管理とは、企業が従業員の雇用・労働環境を適切に管理し、生産性を高めるた

めの仕組みです。具体的には、以下のような目的があります。 

• 従業員の権利を守る：適正な労働条件を提供し、法令違反を防ぐ。 

• 企業の安定運営を支える：労働トラブルを未然に防ぎ、経営リスクを減らす。 

• 生産性向上につなげる：従業員のモチベーションを維持し、組織のパフォーマ

ンスを最大化する。 

適切な労務管理ができていないと、労働基準監督署からの指導や、従業員とのトラブ

ル発生につながるリスクがあります。 

 

1.2 労務管理に関する主要な法律 

労務管理を行う上で、押さえておくべき代表的な法律を紹介します。 

1. 労働基準法 

o 労働時間、休憩、休日、時間外労働、最低賃金などの基本ルールを定

めた法律。 

o 違反すると罰則が科せられるため、遵守が必須。 

2. 労働契約法 

o 雇用契約の基本ルールを規定。 

o 解雇の要件や、契約更新の条件などを定める。 

3. 労働安全衛生法 
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o 従業員の健康と安全を守るための規定。 

o ストレスチェックや職場環境改善の義務などが含まれる。 

4. 雇用保険法・健康保険法・厚生年金保険法 

o 社会保険の適用範囲や給付内容を定める。 

o 企業は加入義務があり、適切な手続きを行う必要がある。 

5. パワハラ防止法（労働施策総合推進法） 

o 企業にパワハラ対策の義務を課し、従業員のメンタルヘルスを守る。 

o 相談窓口の設置や、ハラスメント対策研修が求められる。 

労務管理担当者は、これらの法律を理解し、適切に対応することが求められます。 

 

1.3 労務管理の基本業務 

労務管理には、以下のような業務が含まれます。 

1. 勤怠管理 

o 出勤・退勤の記録、残業時間の管理。 

o 有給休暇の取得状況の確認。 

2. 給与計算 

o 基本給・残業代・控除額の計算。 

o 給与明細の発行と支払い。 

3. 社会保険手続き 

o 健康保険・厚生年金・雇用保険の加入・脱退手続き。 

o 保険料の計算と納付。 

4. 雇用契約の管理 

o 契約更新や労働条件変更の対応。 

o 就業規則の整備と周知。 

5. 労働トラブル対応 

o 残業代未払い・解雇トラブルなどの防止と解決。 

o 労働基準監督署の調査対応。 

これらの業務を適切に行うことで、従業員が安心して働ける環境を提供できます。 
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1.4 労務管理担当者の役割と求められるスキル 

労務管理担当者には、以下のような役割とスキルが求められます。 

1. 正確な事務処理能力 

o 給与計算や社会保険手続きなど、細かい事務作業を正確に行う。 

2. 法律の知識 

o 労働関連法規を理解し、企業が法令違反しないようにする。 

3. コミュニケーション能力 

o 従業員からの相談対応や、経営陣への報告を円滑に行う。 

4. 問題解決力 

o 労働トラブルが発生した際に、適切な対処ができる。 

5. 最新の労務管理トレンドへの対応力 

o DX（デジタルトランスフォーメーション）による労務管理の効率化。 

o 働き方改革への対応。 

労務管理は、企業の運営に直結する重要な業務です。担当者は、法律の知識を持

ち、適切な手続きや対応ができるよう準備しておくことが求められます。 

 

まとめ 

• 労務管理は、従業員の権利を守り、企業の安定経営を支える重要な業務。 

• 労働基準法や社会保険関連の法律を理解し、適切な対応を行うことが必要。 

• 勤怠管理、給与計算、雇用契約、労働トラブル対応など、多岐にわたる業務

を遂行する。 

• 労務管理担当者には、正確な事務処理能力、法律の知識、問題解決力が求

められる。 

次の章では、雇用契約と労働条件について詳しく解説していきます。 
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第 2 章：雇用契約と労働条件 

企業が従業員を雇用する際には、労働契約を適正に結び、労働条件を明確に定める

ことが重要です。この章では、雇用契約の種類や労働契約書の作成方法、労働条件

の適正管理について解説します。 

 

2.1 雇用契約の種類 

雇用契約にはいくつかの種類があり、それぞれの特徴を理解して適切に契約を結ぶ

ことが大切です。 

1. 正社員（無期雇用契約） 

o 定年までの長期雇用を前提とした契約。 

o 安定した雇用関係があるが、解雇には厳しい制限がある。 

2. 契約社員（有期雇用契約） 

o 期間を定めた雇用契約（例：1 年契約、3 年契約など）。 

o 契約満了後に更新するか、終了するかを決定する必要がある。 

3. パート・アルバイト 

o 短時間勤務の雇用形態で、時給制が一般的。 

o 労働条件通知書を交付し、勤務時間や業務内容を明確にする。 

4. 派遣社員 

o 派遣会社と契約し、派遣先企業で働く形式。 

o 労働契約は派遣会社との間で締結される。 

5. 業務委託・フリーランス 

o 労働者ではなく、独立した事業者として業務を請け負う。 

o 労働基準法の適用を受けないため、契約内容を慎重に決定する。 

 

2.2 労働契約書の作成と重要ポイント 
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労働契約書は、雇用契約を締結する際に双方の権利義務を明確にするために必要

な書類です。 

労働契約書に記載すべき事項 

1. 契約期間（有期雇用の場合） 

2. 勤務時間・休憩時間・休日 

3. 給与額と支払い方法 

4. 業務内容と勤務地 

5. 社会保険の適用有無 

6. 試用期間の有無と条件 

7. 解雇・退職に関する規定 

ポイント 

• 労働条件通知書を併せて交付し、従業員に説明を行う。 

• 就業規則との整合性を確認し、矛盾がないようにする。 

 

2.3 労働時間・休憩・休日の適正な管理 

労働基準法では、労働時間や休日について厳格なルールが定められています。 

1. 労働時間の上限 

o 1 日 8 時間、週 40 時間（法定労働時間）。 

o 例外として、36 協定を締結すれば時間外労働が可能。 

2. 休憩時間の義務 

o 6 時間を超える労働で最低 45 分。 

o 8 時間を超える労働で最低 1 時間。 

3. 休日の付与 

o 週 1 日以上の休日（または 4 週で 4 日以上）。 

o 会社の就業規則で「法定休日」を定める。 

4. 時間外労働と割増賃金 

o 時間外労働：25％以上の割増賃金。 

o 深夜労働（22 時～5 時）：25％以上の割増賃金。 

o 休日労働：35％以上の割増賃金。 
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2.4 試用期間と本採用の基準 

企業が新しく採用した従業員に対して、試用期間を設けることが一般的です。 

1. 試用期間の設定 

o 期間は 1～6 ヶ月が一般的。 

o 労働契約書に明記し、試用期間終了後の対応を決める。 

2. 試用期間中の評価基準 

o 業務遂行能力、勤務態度、チームとの適応性などを評価。 

o 明確な基準を設け、客観的に判断する。 

3. 試用期間後の対応 

o 問題がなければ本採用へ移行。 

o 明らかに適性がない場合は解雇も可能（ただし、合理的な理由が必

要）。 

 

2.5 就業規則の作成と運用 

就業規則は、企業が従業員に対して守るべきルールを明確にするための重要な文書

です。 

1. 就業規則の作成義務 

o 常時 10 人以上の従業員がいる企業は作成義務あり。 

o 労働基準監督署へ届出を行う。 

2. 記載すべき主な内容 

o 労働時間・休日・休暇 

o 賃金の決定・計算・支払い方法 

o 解雇・退職に関する事項 

o 懲戒処分のルール 

3. 周知の方法 

o 社内掲示板やイントラネットで従業員が閲覧できるようにする。 

o 入社時に説明し、理解を促す。 
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まとめ 

• 雇用契約には、正社員・契約社員・パート・派遣など複数の形態があり、適切

な契約が必要。 

• 労働契約書には、契約期間・労働時間・賃金など、重要事項を明確に記載す

る。 

• 労働時間や休日の管理を適切に行い、法令違反を防ぐ。 

• 試用期間の評価基準を明確にし、適切な判断を行う。 

• 就業規則を作成・運用し、社内ルールを徹底することが重要。 

次の章では、勤怠管理と労働時間の適正化について詳しく解説していきます。 
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第 3 章：勤怠管理と労働時間の適正化 

勤怠管理は、従業員の労働時間を正確に把握し、法令を遵守した労働環境を維持す

るために重要な業務です。適正な管理を行わないと、未払い残業や労働トラブルの

原因となるため、注意が必要です。 

 

3.1 勤怠管理の基本と適切な記録方法 

企業は、従業員の出勤・退勤時間を正確に記録し、適正な勤怠管理を行う必要があ

ります。 

1. タイムカードやシステムによる管理 

o 従来の紙のタイムカードに加え、IC カードやスマートフォンアプリなどの

デジタルシステムを活用する企業が増えている。 

o 勤怠管理システムを導入すると、労働時間の記録が正確になり、計算

ミスを防ぐことができる。 

2. 自己申告制のリスク 

o 勤務時間の自己申告は、従業員が過少申告するリスクがある。 

o 上司が適切にチェックし、不正やミスを防ぐ仕組みを作ることが重要。 

3. リアルタイム管理の重要性 

o 勤怠データをリアルタイムで把握し、過重労働の兆候を早期発見する。 

o 長時間労働が続く場合、適切な休暇取得を促す。 

 

3.2 時間外労働・残業管理のポイント 

時間外労働（残業）は、法律に基づいて適切に管理する必要があります。 
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1. 36 協定の締結 

o 法定労働時間（1 日 8 時間、週 40 時間）を超える残業をさせる場合

は、労使間で「36 協定」を締結し、労働基準監督署へ届け出る必要が

ある。 

2. 時間外労働の上限 

o 原則として、月 45 時間、年 360 時間まで（特別条項付きの場合は、最

大年 720 時間）。 

o 過剰な残業が続くと、行政指導や企業イメージの低下につながる。 

3. 割増賃金の計算 

o 時間外労働：25％以上の割増賃金。 

o 深夜労働（22 時～5 時）：25％以上の割増賃金。 

o 休日労働：35％以上の割増賃金。 

4. サービス残業の防止策 

o 残業の事前申請制度を導入し、許可制にする。 

o 定期的に勤務時間の実態調査を行い、未払い残業が発生していない

か確認する。 

 

3.3 フレックスタイム制度・変形労働時間制の活用 

労働時間の柔軟な運用を可能にする制度として、以下の仕組みがある。 

1. フレックスタイム制度 

o 労働者が始業・終業時間を自由に決めることができる制度。 

o 企業は「コアタイム（必ず勤務する時間帯）」と「フレキシブルタイム（自

由に勤務できる時間帯）」を設定する。 

2. 変形労働時間制 

o 1 週間、1 ヶ月、1 年単位で労働時間を調整できる制度。 

o 業務の繁閑に合わせて労働時間を配分することで、効率的な働き方が

可能になる。 

3. テレワーク・リモートワークの勤怠管理 

o 在宅勤務時の勤務実態を把握するため、定期的な報告や Web 会議を

活用。 

o 勤務時間の適正な記録と評価を行う仕組みを整える。 
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3.4 有給休暇の管理と取得促進策 

労働基準法では、有給休暇の取得が義務付けられています。適正に管理し、取得を

促進することで、従業員の満足度向上や生産性の向上につながります。 

1. 年次有給休暇の付与 

o 入社 6 ヶ月後に 10 日間の有給休暇を付与。 

o その後、継続勤務年数に応じて増加（最大 20 日）。 

2. 取得率向上の取り組み 

o 企業は「計画的付与制度」を活用し、休暇取得を促進する。 

o 上司が率先して有給休暇を取得し、取得しやすい雰囲気を作る。 

3. 未消化有給休暇のリスク 

o 取得義務違反があると、企業に罰則が科される可能性がある。 

o 定期的に有給休暇の取得状況をチェックし、取得を促す。 

 

まとめ 

• 勤怠管理は、タイムカードやシステムを活用し、正確な記録を取ることが重

要。 

• 時間外労働は、36 協定を締結し、法律の上限を守りながら管理する。 

• フレックスタイム制度や変形労働時間制を導入することで、柔軟な働き方を可

能にする。 

• 有給休暇の取得を促進し、適正な労働環境を整えることが企業の責任。 

次の章では、給与計算と社会保険の手続きについて詳しく解説していきます。 
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第 4 章：給与計算と社会保険の手続き 

給与計算と社会保険の手続きは、従業員の生活を支える重要な業務です。適切に行

わなければ、未払い給与や保険未加入といった法的トラブルに発展する可能性があ

ります。この章では、給与計算の基本や社会保険の手続きについて詳しく解説しま

す。 

 

4.1 給与計算の基本 

給与計算は、法律に基づいた適正な処理が求められます。 

1. 給与の構成要素 

o 基本給：従業員の職務や経験に応じた基本的な賃金。 

o 各種手当：通勤手当、住宅手当、資格手当など。 

o 残業代：時間外労働に対する割増賃金。 

o 控除項目：所得税、住民税、社会保険料など。 

2. 給与支払いのルール 

o 毎月 1 回以上、一定の期日に支払う必要がある（労働基準法第 24

条）。 

o 現金払いまたは銀行振込が可能。 

3. 残業代の計算方法 

o 時間外労働：基本給の 25％以上の割増。 

o 深夜労働（22 時～5 時）：基本給の 25％以上の割増。 

o 休日労働：基本給の 35％以上の割増。 
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4.2 残業代・深夜手当・休日出勤手当の計算方法 

残業代や深夜手当の計算ミスは、未払い賃金の問題につながります。正確な計算を

行い、適切に支給することが重要です。 

1. 時間外労働（残業） 

o 例：時給 1,500 円 × 1.25（割増率）＝ 1,875 円/時間 

2. 深夜労働（22 時～5 時） 

o 例：時給 1,500 円 × 1.25（深夜割増）＝ 1,875 円/時間 

o 残業と深夜労働が重なる場合：1,500 円 × 1.5（時間外＋深夜）＝ 

2,250 円/時間 

3. 休日出勤 

o 法定休日に労働した場合、基本給の 35％以上の割増。 

o 例：時給 1,500 円 × 1.35 ＝ 2,025 円/時間 

 

4.3 社会保険の種類と加入手続き 

企業は、従業員の社会保険加入手続きを適切に行う必要があります。 

1. 健康保険 

o 医療費の一部をカバーし、従業員の健康を守る。 

o 企業と従業員が保険料を折半して負担。 

2. 厚生年金保険 

o 老後の年金給付を保障するための制度。 

o 企業と従業員が折半負担。 

3. 雇用保険 

o 失業した際の手当（失業保険）を提供。 

o 保険料の一部を企業が負担。 

4. 労災保険 

o 業務中の事故や疾病に対する補償制度。 

o 全額を企業が負担。 

 

4.4 年末調整と源泉徴収の手続き 
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年末調整は、従業員の所得税を適切に精算するための手続きです。 

1. 年末調整の流れ 

o 従業員から扶養控除申告書を回収。 

o 給与から控除した源泉所得税を再計算。 

o 過不足分を 12 月の給与で精算。 

2. 源泉徴収票の発行 

o 従業員に年間の給与・税額を記載した「源泉徴収票」を発行。 

o 1 月末までに税務署へ法定調書を提出。 

 

4.5 給与明細書の作成と電子化の活用 

給与明細は、従業員に給与の内訳を明示する重要な書類です。 

1. 給与明細に記載すべき内容 

o 基本給、各種手当、残業代 

o 控除項目（税金・社会保険料） 

o 支給総額・差引支給額 

2. 電子明細の活用 

o 紙の給与明細に代わり、電子明細を導入する企業が増加。 

o メリット：コスト削減、紛失防止、ペーパーレス化。 

 

まとめ 

• 給与計算は、基本給・手当・控除を正確に計算し、適切な支払いを行うことが

重要。 

• 残業代や休日手当の計算を正しく行い、未払い問題を防ぐ。 

• 社会保険（健康保険・厚生年金・雇用保険・労災保険）を適切に管理し、従業

員の福利厚生を確保する。 

• 年末調整や源泉徴収の手続きを適正に行い、税務リスクを回避する。 

• 給与明細の電子化を活用し、業務効率化を図る。 

次の章では、ハラスメント対策と職場環境の改善について詳しく解説していきます。 
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第 5 章：ハラスメント対策と職場環境の改善 

ハラスメントの防止と職場環境の改善は、従業員が安心して働ける環境を整える上で

非常に重要です。本章では、パワハラ・セクハラ・マタハラの防止策や、メンタルヘル

ス対策について解説します。 

 

5.1 パワハラ・セクハラ・マタハラの種類と防止策 

ハラスメントにはさまざまな種類があり、企業はこれを防ぐための適切な対策を講じる

必要があります。 

1. パワーハラスメント（パワハラ） 

o 上司が部下に対して行う不適切な言動や圧力。 

o 例：過度な叱責、無視、仕事を与えないなど。 

o 対策：管理職向け研修の実施、相談窓口の設置。 

2. セクシュアルハラスメント（セクハラ） 

o 性的な言動や行動により、相手を不快にさせる行為。 

o 例：不適切な発言、身体への接触、性的なジョーク。 

o 対策：社内研修の実施、被害者のプライバシー保護。 

3. マタニティハラスメント（マタハラ） 

o 妊娠・出産・育児を理由とした不当な扱いや嫌がらせ。 

o 例：妊娠を理由とした降格、育休取得への嫌がらせ。 

o 対策：育休取得の促進、管理職への意識改革。 
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5.2 企業のハラスメント対策義務と対応フロー 

企業にはハラスメント対策を実施する義務があります。適切な対応フローを整えるこ

とで、トラブルを未然に防ぐことができます。 

1. ハラスメント防止ポリシーの策定 

o 企業としてのハラスメント防止方針を明確にする。 

o 社内規程に明文化し、従業員に周知する。 

2. 相談窓口の設置 

o 内部・外部の相談窓口を設置し、従業員が安心して相談できる体制を

整える。 

o 相談内容の秘密を厳守し、報復行為を防ぐ。 

3. 教育・研修の実施 

o ハラスメント防止研修を定期的に実施し、従業員の意識を向上させる。 

o 特に管理職には、ハラスメント防止の責任を持たせる。 

4. 発生時の対応フロー 

o 事実関係の確認 → 被害者の意見聴取 → 必要な措置を講じる。 

o 再発防止策を講じ、職場環境の改善を図る。 

 

5.3 労働環境改善のための取り組み（メンタルヘルス対策・ストレスチェック） 

職場環境を整えることで、ハラスメントの発生を防ぎ、従業員の満足度を向上させるこ

とができます。 

1. メンタルヘルス対策の強化 

o ストレスチェックを年 1 回実施し、従業員の精神的負担を軽減。 

o 産業医やカウンセラーを活用し、従業員のメンタルケアをサポート。 

2. ワークライフバランスの推進 

o 長時間労働の削減、フレックスタイム制の導入。 

o 在宅勤務やテレワークの推進で、柔軟な働き方を支援。 

3. 職場のコミュニケーション活性化 

o 風通しの良い職場づくりを目指し、定期的なミーティングを開催。 

o 上司と部下の 1on1 ミーティングを実施し、意見交換を促進。 
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まとめ 

• パワハラ・セクハラ・マタハラを防止するため、企業は研修や相談窓口の設置

を行うべき。 

• ハラスメント発生時の対応フローを整備し、迅速に対処することが重要。 

• メンタルヘルス対策やワークライフバランスの推進により、職場環境を改善す

る。 

• コミュニケーションを活性化し、従業員が安心して働ける環境を整えることが

企業の責任。 

次の章では、労働トラブルの防止と対処法について詳しく解説していきます。 
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第 6 章：労働トラブルの防止と対処法 

企業が円滑に運営されるためには、労働トラブルの発生を未然に防ぎ、発生した際に

は適切に対処することが不可欠です。本章では、主な労働トラブルの原因やその予

防策、適切な対処法について解説します。 

 

6.1 労働問題が発生する主な原因と予防策 

労働トラブルは、以下のような要因によって発生することが多いため、予防策を講じる

ことが重要です。 

1. 労働契約の不明確さ 

o 労働条件が曖昧だと、後々トラブルになりやすい。 

o 予防策：雇用契約書を詳細に作成し、従業員に十分説明する。 

2. 労働時間や残業管理の不適切さ 

o 未払い残業や過剰労働が問題になりやすい。 

o 予防策：勤怠管理システムを導入し、36 協定を遵守する。 

3. ハラスメントの発生 

o パワハラ・セクハラなどが放置されると、訴訟リスクが高まる。 

o 予防策：相談窓口を設置し、ハラスメント防止研修を実施する。 

4. 解雇・退職トラブル 

o 不当解雇や退職勧奨が問題化しやすい。 
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o 予防策：解雇時は客観的な理由を明確にし、適正な手続きを行う。 

 

6.2 解雇・退職の適正な手続き（普通解雇・懲戒解雇・希望退職） 

解雇や退職の手続きには、法律上のルールがあり、適切に進めることが求められま

す。 

1. 普通解雇 

o 業務能力不足や勤務態度不良が理由。 

o 手続き：解雇理由を明確にし、30 日前の予告または解雇予告手当を

支払う。 

2. 懲戒解雇 

o 重大な規律違反や犯罪行為があった場合。 

o 手続き：就業規則に懲戒解雇の規定を明記し、公平な調査を実施す

る。 

3. 希望退職（リストラ） 

o 経営上の理由で人員削減が必要な場合。 

o 手続き：従業員に十分な説明を行い、退職金や再就職支援を提供す

る。 

 

6.3 労働基準監督署からの指導対応方法 

労働基準監督署は、労働基準法違反の可能性がある企業に対して指導を行います。 

1. 是正勧告を受けた場合の対応 

o 労働基準監督官からの指摘を真摯に受け止め、改善策を講じる。 

o 指導内容に基づいて、労働環境の見直しを行う。 

2. 臨検調査の際の注意点 

o 必要書類（労働契約書、就業規則、勤怠記録など）を整備しておく。 

o 調査時には誠実に対応し、虚偽の報告をしない。 

3. 未払い賃金の指摘への対応 

o 速やかに計算し、未払い分を支払う。 

o 再発防止策を講じ、適正な給与管理を行う。 
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6.4 労働組合・団体交渉への対応策 

労働組合との関係を適切に管理することは、企業の安定運営に欠かせません。 

1. 労働組合との交渉の基本 

o 労働組合の意見を尊重し、誠実に対応する。 

o 一方的な決定ではなく、合意形成を図る姿勢を持つ。 

2. 団体交渉の進め方 

o 書面で交渉内容を整理し、明確な議題を設定する。 

o 必要に応じて、社労士や弁護士のアドバイスを受ける。 

3. ストライキ発生時の対応 

o 労働者の権利を尊重しつつ、企業の業務を維持するための対応を検

討する。 

o 長期化を防ぐため、早期解決に向けた対話を行う。 

 

6.5 労働トラブル発生時の弁護士・社労士への相談のポイント 

トラブルが発生した場合、専門家に相談することで適切な対応を取ることができます。 

1. 弁護士に相談すべきケース 

o 解雇・労働条件の変更に関する訴訟リスクがある場合。 

o 労働組合との交渉が難航している場合。 

2. 社労士に相談すべきケース 

o 労働基準法や就業規則の見直しが必要な場合。 

o 労働トラブルの予防策を講じたい場合。 

3. 相談の際の準備事項 

o 事実関係を整理し、関連する書類を持参する。 

o 相談内容を明確にし、具体的な質問を用意する。 

 

まとめ 
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• 労働トラブルは、労働契約・勤怠管理・ハラスメント対策の適正化により未然

に防ぐことが可能。 

• 解雇・退職は法的ルールを守り、公正な手続きを行うことが重要。 

• 労働基準監督署の指導には誠実に対応し、改善策を講じる。 

• 労働組合との交渉は冷静かつ誠実に進め、合意形成を図る。 

• トラブルが発生した場合は、弁護士や社労士に相談し、適切に対処する。 

次の章では、最新の労務管理トレンドと今後の課題について詳しく解説していきま

す。 

 

 

第 7 章：最新の労務管理トレンドと今後の課題 

労務管理の分野では、法律改正や働き方改革の進展により、常に新しいトレンドが生

まれています。企業はこれらの変化に適応し、労務管理の質を向上させることが求め

られます。本章では、最新の労務管理トレンドと今後の課題について解説します。 

 

7.1 働き方改革関連法のポイントと実務対応 

働き方改革関連法は、労働環境を改善し、生産性向上を目的とした法改正の総称で

す。 

1. 時間外労働の上限規制 

o 原則として月 45 時間、年 360 時間。 

o 特別条項付きでも年 720 時間を超えないよう管理。 

o 対応策：勤怠管理システムの導入、業務効率化。 

2. 年次有給休暇の取得義務 

o 年 10 日以上の有給休暇を持つ労働者に対し、5 日以上の取得を義務

付け。 

o 対応策：計画的付与制度の活用、取得状況のモニタリング。 

3. 同一労働同一賃金の適用 

o 正社員と非正規雇用者の待遇格差を是正。 
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o 対応策：賃金規程の見直し、職務内容の明確化。 

 

7.2 DX（デジタルトランスフォーメーション）による労務管理の効率化 

テクノロジーの進化により、労務管理業務のデジタル化が進んでいます。 

1. クラウド勤怠管理システムの導入 

o 労働時間のリアルタイム管理。 

o 休暇申請や残業申請の自動化。 

2. AI による給与計算の自動化 

o 給与計算のミスを削減し、業務負担を軽減。 

o 税率変更や法改正にも柔軟に対応可能。 

3. 電子契約・ペーパーレス化 

o 雇用契約や労働条件通知書の電子化。 

o 業務の効率化と法的リスクの低減。 

 

7.3 副業・兼業の解禁と企業の対応策 

近年、副業・兼業を認める企業が増えています。 

1. 副業・兼業のメリットとリスク 

o 従業員のスキルアップ、収入増加。 

o 企業のブランディング向上。 

o しかし、長時間労働のリスクや情報漏洩リスクも。 

2. 企業が取るべき対応 

o 副業・兼業に関する就業規則を明確化。 

o 競業避止義務の適用範囲を明確にする。 

 

7.4 外国人労働者の雇用と管理のポイント 

人材不足の解消策として、外国人労働者の雇用が進んでいます。 
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1. 在留資格の確認 

o 「特定技能」「技術・人文知識・国際業務」などの在留資格。 

o 対応策：適正なビザ手続きを行い、不法就労を防ぐ。 

2. 日本語教育と職場環境の整備 

o 文化の違いを理解し、適切なサポートを提供。 

o 対応策：日本語研修、マニュアルの多言語化。 

3. 外国人労働者向けの労務管理体制 

o 勤務時間管理、社会保険加入の徹底。 

o 対応策：労務管理システムの導入、専任担当者の配置。 

 

7.5 これからの労務管理担当者に求められるスキル 

労務管理の役割は多様化し、担当者に求められるスキルも進化しています。 

1. 法令知識のアップデート 

o 労働関連法の改正に迅速に対応するため、継続的な学習が必要。 

2. IT リテラシーの向上 

o DX の進展に伴い、クラウドシステムやデータ管理のスキルが求められ

る。 

3. 多様な働き方への対応力 

o フルリモート勤務、短時間正社員、副業解禁などに適応する柔軟性。 

 

まとめ 

• 働き方改革関連法に対応し、労働環境の整備を進めることが企業の責任。 

• DX を活用し、労務管理の効率化を図ることで業務負担を軽減。 

• 副業・兼業を認める際は、リスク管理とルール整備が重要。 

• 外国人労働者の雇用に際しては、在留資格の確認や職場環境の整備が不可

欠。 

• 労務管理担当者は、法令知識・IT リテラシー・柔軟な対応力を備える必要が

ある。 
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これで、労務管理の基礎から最新トレンドまでを網羅しました。次のステップとして、実

際の労務管理業務で活用しながら、継続的にアップデートしていきましょう！ 

付録 

• 労務管理に関する主要法律一覧 

• 労働契約書・就業規則テンプレート 

• 勤怠管理チェックリスト 

• 労務管理担当者向け Q&A 

貴社の益々の繁栄を祈念いたします。 

 

 

 

 

付録：労務管理に関する主要法律一覧 

労務管理を適切に行うためには、関係する法律を理解し、遵守することが重要です。

以下に主要な法律を一覧にまとめました。 

1. 労働基準法 

• 概要：労働条件の最低基準を定めた法律。 

• 主な内容：労働時間の上限、休憩・休日、時間外労働の割増賃金、解雇のル

ールなど。 

2. 労働契約法 

• 概要：労働契約の基本ルールを定めた法律。 

• 主な内容：契約の締結・変更・終了のルール、解雇の合理的理由、就業規則

の適用など。 

3. 労働安全衛生法 



労務管理マニュアル   

27 

 

• 概要：労働者の安全と健康を確保するための法律。 

• 主な内容：安全管理体制の整備、ストレスチェック制度、労働災害防止策な

ど。 

4. 雇用保険法 

• 概要：失業や教育訓練の支援を目的とする保険制度。 

• 主な内容：失業給付、育児休業給付、教育訓練給付、助成金制度など。 

5. 健康保険法 

• 概要：医療保険制度に関する法律。 

• 主な内容：従業員の健康保険加入、保険給付の内容、企業の負担義務など。 

6. 厚生年金保険法 

• 概要：老後の年金制度に関する法律。 

• 主な内容：企業の年金保険料負担、受給資格、支給開始年齢など。 

7. 労働者災害補償保険法（労災保険法） 

• 概要：業務中や通勤中の事故・病気に対する補償制度。 

• 主な内容：労働災害の補償範囲、休業補償、遺族補償など。 

8. 男女雇用機会均等法 

• 概要：性別による差別の禁止と男女平等な雇用機会の確保。 

• 主な内容：採用・昇進・給与の男女差別禁止、セクハラ防止措置の義務化な

ど。 

9. 育児・介護休業法 

• 概要：育児・介護を行う労働者の働きやすい環境を確保するための法律。 

• 主な内容：育児休業・介護休業の取得要件、短時間勤務制度の導入義務な

ど。 

10. 高年齢者雇用安定法 
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• 概要：高年齢者の雇用機会を確保するための法律。 

• 主な内容：定年の引き上げ、継続雇用制度の義務化、再雇用制度など。 

11. 労働施策総合推進法（パワハラ防止法） 

• 概要：職場でのパワーハラスメント防止を目的とする法律。 

• 主な内容：企業のパワハラ防止措置義務、相談窓口の設置、社内研修の実

施など。 

12. 障害者雇用促進法 

• 概要：障害者の雇用機会を増やし、職場環境を整備するための法律。 

• 主な内容：法定雇用率の設定、合理的配慮の提供義務、障害者雇用納付金

制度など。 

 

まとめ 

• 労務管理には、労働基準法や労働契約法などの基本的な法律を理解し、適

切に運用することが重要。 

• 安全衛生やハラスメント防止など、職場環境を適切に整えるための法律にも

対応が必要。 

• 最新の法律改正や規制強化に備え、継続的な情報収集と対応策の検討が求

められる。 

この法律一覧を参考にしながら、労務管理業務の適正な運用を心がけましょう。 
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付録：労働契約書・就業規則テンプレート 

労務管理において、適正な労働契約書や就業規則の整備は不可欠です。ここでは、

標準的なテンプレートを提示します。必要に応じてカスタマイズしてご活用ください。 

 

1. 労働契約書（テンプレート） 

労働契約書 

第 1 条（契約の締結） 本契約は、（会社名）（以下「会社」という）と（従業員名）（以下

「従業員」という）との間で、以下の条件に基づき雇用契約を締結する。 
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第 2 条（契約期間） 本契約の契約期間は、（開始日）から（終了日）までとする。ただ

し、更新する場合は双方の合意によるものとする。 

第 3 条（業務内容および勤務場所） 

1. 従業員は、以下の業務に従事する。 

o （業務内容を記載） 

2. 勤務場所は、（勤務地）とする。ただし、業務上の必要に応じて変更することが

ある。 

第 4 条（労働時間・休憩時間・休日） 

1. 労働時間は、1 日（○）時間、1 週間（○）時間とする。 

2. 休憩時間は、（○）分とする。 

3. 休日は、（○曜日）とする。 

第 5 条（賃金） 

1. 基本給：（○円） 

2. 時間外手当、深夜手当、休日出勤手当の支給については、労働基準法に準

ずる。 

3. 賃金は、毎月（○日）に（銀行口座/現金）で支払う。 

第 6 条（社会保険） 会社は、労働基準法および関連法令に従い、健康保険・厚生年

金・雇用保険の適用を行う。 

第 7 条（守秘義務） 従業員は、業務上知り得た秘密を、会社の許可なく第三者に漏

らしてはならない。 

第 8 条（契約解除） 

1. 双方合意の上、本契約を解除することができる。 

2. 会社は、法令に基づく正当な理由がある場合、従業員を解雇することができ

る。 

第 9 条（その他） 本契約に定めのない事項については、労働基準法および就業規則

に準ずる。 
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以上、本契約の証として、本書を 2 通作成し、甲乙双方が署名押印の上、それぞれ 1

通を保管する。 

（契約締結日） 

会社名：（○○株式会社） 代表者：（代表取締役名） 

従業員名：（氏名） 

（署名・押印） 

 

2. 就業規則（テンプレート） 

就業規則 

第 1 章 総則 

第 1 条（目的） 本規則は、会社の秩序を維持し、円滑な業務運営を図るために必要

な事項を定める。 

第 2 条（適用範囲） 本規則は、会社に勤務するすべての従業員に適用する。 

第 3 条（規則の変更） 会社は、必要に応じて本規則を変更することができる。 

第 2 章 労働時間・休日 

第 4 条（労働時間） 

1. 労働時間は 1 日（○）時間、週（○）時間とする。 

2. 時間外労働は、労働基準法に準じる。 

第 5 条（休憩時間） 休憩時間は、勤務時間に応じて（○）分とする。 

第 6 条（休日） 

1. 休日は、原則として（○曜日）とする。 

2. 会社は、業務の都合により振替休日を設定することができる。 
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（以下、詳細規定） 

 

このテンプレートをベースに、企業ごとの実情に応じた修正を行い、適切に運用してく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付録：勤怠管理チェックリスト 

勤怠管理の適正な運用は、企業の生産性向上と労務トラブルの防止に直結します。

以下のチェックリストを活用し、定期的に勤怠管理の状況を確認しましょう。 

1. 勤怠管理の基本項目チェック 


��� 勤怠管理システムを導入し、正確な記録を行っているか  
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��� タイムカード、IC カード、クラウドシステムなどを適切に活用しているか  


��� 勤怠データをリアルタイムで確認できる仕組みがあるか  


��� 自己申告制の場合、不正や過少申告の防止策を講じているか  


��� 各従業員の勤務時間が正確に記録されているか 

2. 労働時間・残業管理チェック 


��� 労働時間が法定時間（1 日 8 時間・週 40 時間）を超過していないか  


��� 残業時間が 36 協定で定めた上限を超えていないか  


��� 時間外労働の事前申請・許可制度が運用されているか  


��� 残業時間の管理と削減に向けた取り組みを行っているか  


��� 割増賃金（残業・深夜・休日）が適切に計算・支払われているか 

3. 休憩・休日・休暇管理チェック 


��� 休憩時間（6 時間勤務で 45 分、8 時間勤務で 60 分以上）が適正に付与されてい

るか  


��� 週 1 回の休日または 4 週 4 日の休日が確保されているか  


��� 年次有給休暇の取得状況を把握し、取得推進を行っているか  


��� 休日出勤時の代休・振替休日の運用ルールを整備しているか  


��� 育児・介護休暇などの特別休暇の取得が適正に管理されているか 

4. 勤怠データの確認と修正管理 


��� 勤怠データの不整合（打刻漏れ・誤入力）がないか定期的に確認しているか  


��� 修正が必要な場合、上長の承認を得たうえで正しく修正されているか  
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��� 勤怠データを一定期間（3 年など）保存し、監査対応が可能になっているか  


��� シフト勤務者の勤務時間が適正に割り当てられているか  


��� 遅刻・早退・欠勤の理由が適切に記録され、管理されているか 

5. テレワーク・フレックスタイム制の勤怠管理 


��� テレワーク時の勤務状況を適正に記録できる仕組みがあるか  


��� 勤務開始・終了時間が適切に管理されているか  


��� フレックスタイム制のコアタイム・フレキシブルタイムが明確に設定されているか  


��� テレワークやフレックス勤務者の勤怠管理が適正に行われているか  


��� 業務の進捗状況や成果を確認できる仕組みがあるか 

6. 労働基準監督署対応のための管理体制 


��� 勤怠記録が法令に基づいて適正に管理されているか  


��� 労働時間に関する法令（労働基準法・36 協定など）を理解しているか  


��� 労働基準監督署の調査に対応できるよう、記録や帳簿を整理しているか  


��� 適正な労働時間管理のため、定期的な監査・社内チェックを実施しているか  


��� 労働トラブル発生時の対応フローが整備されているか 

 

まとめ 

• 勤怠管理は、タイムカードやシステムを活用し、正確な記録を取ることが重

要。 

• 労働時間・残業・休暇の適正管理により、未払い残業やトラブルを防止する。 

• テレワーク・フレックスタイム制など、多様な勤務形態にも対応できる仕組みを

整備する。 
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• 労働基準監督署の調査に備え、適切な管理体制を構築する。 

このチェックリストを活用し、企業の勤怠管理の適正化を図りましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付録：労務管理担当者向け Q&A 

労務管理を担当する際に、よくある疑問やトラブルについての Q&A をまとめました。

日々の業務の参考にしてください。 
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1. 雇用契約に関する Q&A 

Q1. 雇用契約書を交わさないとどうなる？ A. 労働基準法では、労働条件の明示が

義務付けられています。契約書がない場合、労使間のトラブルが発生しやすくなり、

行政指導の対象となる可能性があります。 

Q2. 有期雇用契約の更新は何回まで可能？ A. 原則として制限はありませんが、5

年を超えると労働者から申し出があれば無期転換が可能となります。 

2. 勤怠管理に関する Q&A 

Q3. タイムカードの打刻漏れがあった場合、どのように対応すべき？ A. 上司に報告

し、客観的な証拠（メール・出勤簿など）をもとに修正手続きを行います。不正な修正

を防ぐためのルール作りが重要です。 

Q4. 残業が多い社員への対応は？ A. まず業務量を見直し、必要に応じて業務分

担を調整します。また、36 協定の範囲内で適正な残業管理を行うよう指導しましょう。 

3. 給与計算・社会保険に関する Q&A 

Q5. 給与の締め日と支払い日は自由に設定できる？ A. 労働基準法では、「毎月 1

回以上、一定の期日」に支払うことが義務付けられています。会社ごとに自由に設定

できますが、一度決めたら明確に通知する必要があります。 

Q6. 社会保険の加入は義務？ A. 一定の労働時間以上働く従業員（週 30 時間以上

など）は、社会保険への加入が義務となります。未加入の場合、罰則が適用される可

能性があります。 

4. ハラスメント対策に関する Q&A 

Q7. パワハラの定義とは？ A. 厚生労働省のガイドラインによると、「優越的な関係

を背景に、業務上必要かつ相当な範囲を超えた言動により、就業環境を害すること」

と定義されています。 

Q8. 社内でハラスメントが発生した場合、どう対処する？ A. まず被害者の意見を尊

重し、適切な聞き取りを行います。社内規定に基づいて適正な対応を取り、必要なら

外部機関と連携して解決を図ります。 
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5. 労働トラブルの対応に関する Q&A 

Q9. 不当解雇と判断されるケースは？ A. 「合理的な理由がない解雇」や「手続き上

の瑕疵がある解雇」は無効とされる可能性が高いです。解雇を検討する際は、弁護

士や社労士に相談しましょう。 

Q10. 退職勧奨を行う際の注意点は？ A. 退職の強要は違法です。従業員が納得で

きるよう、冷静な説明と適切な対応を心がけましょう。 

 

まとめ 

• 労務管理に関する疑問は、法令に基づいて適正に対応することが重要。 

• 勤怠管理・給与計算・ハラスメント対応など、それぞれの分野で適切なルール

作りを行う。 

• 労働トラブルを未然に防ぐため、社内研修や専門家のアドバイスを活用する。 

この Q&A を活用し、日々の労務管理業務の改善に役立ててください。 
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求人業務.com 

公式 HP 各種お問い合わせ 

求人業務.com 資料請求はこちら 
https://xn--gmq53houz2sc.com/ https://taksul.com/request/ 

  

 

各種お問い合わせ 各種お問い合わせ 

お問い合わせはこちら お申込みはこちら 
https://taksul.com/contact/ https://taksul.com/求人業務注文ペ

ージ/ 
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タクスルの SNS 

X Facebook 

  

  

 

Instagram LINE 
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